
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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会計課　総括主査  岡田　久美

担当課より提出される会計伝票において、審査による返却事由の分析をもとに会計事務研修会を実施し、職員の会計事務の

知識を高め、適正かつ迅速な支払事務に努めます。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

暮

ら

し

伝票返却率

1 8.25 8 7.75 7.5 7.5 -
％ 8.5

- - - - - 0.0

平成30年度
平成29年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

7445  会計管理事務

審査時の返却伝票削減率（審査件数に対する返却件数の割合）
1

9 8.5 8.25 8 7.75 7.5 0
％

9.91 0 - - - - -



策の実現に影響する社会環境変化

(３) 基本施策との関連性

３．施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針
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・担当課より提出される会計伝票の返却事由の分析を行い、分析結果を重点とした研修

政

を実施して返却率の減

 

少に努めます

。

・財政

 

状況が厳しい中で、時

 

期をとらえて公金・基

 

金運用を進めていきま

策

す。

マイナス金利政策

:

による金融機関の経営

基

悪化、低金利時代、マ

本

ネーの多様化など、社

施

会経済情勢は目まぐる

策

しく変化してい

ます。

:

地方自治体は、少子高

施

齢社会における社会保

 

障制度の堅持、労働生

 

産人口の減少等の影響

 

により、財政状況が厳

 

しく

なってきています

策

が、社会経済情勢の変

:

化を見据えながら、さ

施

らなる経営努力が求め

策

られています。

適正な

担

審査と迅速な支払いを

当

行うことにより、市民

職

に信頼される会計事務

・

を実現します。

・全庁

氏

的に会計事務の知識を

名

高めるために、新採用

２

職員の研修はもとより

．

、中堅職員のフォロー

施

アップ研修を実施しま

策

す。

・各課における正

の

確な収支予定の報告に

実

より、全庁的な収支を

現

捉え、厳しい財政状況

に

の中で資金運用に努め

向

ます。

(２) 基本計

け

画内の取り組みと方針

て

のうち、平成31年度

の

の重点課題
公金・基金

現

運用の方針策定を検討

状

しながら、伝票返却の

を

事由分析とその対応策

認

を検討し新採用職員等

識

の会計研修会を必要に

す

応じ実施します。

(３

る

) 基本計画内方針及

(

び平成31年度重点課

１

題に基づく優先順位の

)

考え方
収納、支払事務

 

は継続が必須であるた

施

め、適正な会計事務の

策

維持が最重要となりま

目

す。

標の進捗状況分析

(２) 施
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(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)
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7445  会計管理事務

10,209 10,580 △3.5 10,593 10,593 10,593 41,988

13627  会計嘱託員設置事業

1,927 1,926 0.1 1,927 1,927 1,927 7,708


